
「誰もが共に自分らしく暮らす長岡京市障がい者基本条例」の改正について 

 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環と

して、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の

解消を推進することを目的として、平成25年6月、「障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律」（いわゆる「障害者差別解消法」）が制定され、平成28年4月1日

から施行された。 

その後、令和３年５月、同法は改正された（令和３年法律第56号）。改正法は、公

布の日（令和３年６月４日）から起算して３年を超えない範囲内において政令で定

める日から施行されるとしており、それが令和６年４月１日に設定された。 

 

《改正内容》 

障害者差別解消法は、平成28年の施行以来、障がい者に対する合理的配慮を提供す

る努力義務規定を事業者に課していた。しかし今回、努力義務から実施義務に厳格化

された。 

具体的には、「事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の

除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が

過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の

性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理

的な配慮をしなければならない」と定められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが共に自分らしく暮らす長岡京市障がい者基本条例 

【改正前】 

第１０条  

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、社会的障壁の除去の必要性をできる限り汲み取って、

障がいのある人に対して合理的配慮の提供を行うよう努めなければならない。 

 

【改正後(案)】 

第１０条  

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、社会的障壁の除去の必要性をできる限り汲み取って、

障がいのある人に対して合理的配慮の提供を行わなければならない。 

 


